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2020 年は日本のグローバルヘルス政策にとって重要な転換点であった。世界のグローバル

ヘルス界が COVID-19 パンデミックにより持続可能な保健財政に深刻なダメージを受けて

いる。本稿では、文献レビューや、包括的なグローバルヘルス分野の政府開発援助（DAH）

の追跡データに基づいて、過去 30 年間の日本における DAH の歴史的傾向を検証する。そし

て、低・中所得国におけるユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）やパンデミックへの

備え（preparedness）を含む、持続可能な開発目標（SDGs）の達成を支援するために、限ら

れた資源を公平かつ効率的に使用し DAH をどのように展開させていけばよいのか、議論す

べき次の 3 つの優先分野をあげる：（１）公平な健康増進のために DAH をどのように・どこ

に集中させるか、（２）パンデミックへの備えを含む保健システム強化を支援するために

DAH をどのように提供するか、（３）国際公共財の提供や国境を越えたリスクの管理といっ

たグローバルヘルスの中核的機能への資金提供における DAH の役割を明確にする。これら

は、低・中所得国における人口統計学的および疫学的な変遷、COVID-19 パンデミックによ

って明らかになった新たな課題、そしてグローバルヘルス機能へのドナー資金の優先を高め

る潮流の文脈で展開されている。 

 

なお、本稿は次の筆者の論文を日本語に意訳したものであり、また図はそのまま使用してい

る：Nomura S, et al. Japan’s development assistance for health: Historical trends and prospects for 

a new era. The Lancet Regional Health – Western Pacific 2022; 22. 

 

本稿では、DAH は 2020 年基準の米ドルを指し、また平時の DAH トレンドにフォーカスす

https://www.thelancet.com/journals/lanwpc/article/PIIS2666-6065(22)00018-9/fulltext
https://www.thelancet.com/journals/lanwpc/article/PIIS2666-6065(22)00018-9/fulltext
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る目的で、特に断りのない限り COVID-19 対応のための DAH を除く。また、保健システム

強化とは、セクター全体を対象としたセクターワイド・アプローチであり、特定の疾患分野

への取り組み（対角線アプローチ）は含まない。さらに、パンデミックへの備え保健システ

ム強化のサブセットと定義し、したがって、本稿におけるそれは、文献にしばしば見られる

パンデミックへの備えの広範な議論よりも狭いものを指す。 

日本のDAHのトレンド 

日本からの DAH は 1990 年以降、増加傾向を維持しており（図 1A）、この間の年平均成長率

は 6.2％で、毎年 19.2 百万米ドル規模で成長している。2018 年には 13 億米ドルの DAH が拠

出された。20 年前、多国間（マルチ）機関を通じた DAH のシェアはおよそ 50％でしたが、

ここ数年は 60％から 70％以上に増加している（図 1B）。これらのシェア増加は、マルチ機

関（特にグローバルファンド）を介した DAH の増加でおおよそ説明される（図 1C）。グロ

ーバルファンドは現在、マルチ機関を介した DAH の約 30％を占めている。また、開発銀行

（国際開発協会[IDA]、アジア開発銀行など）、世界保健機関（WHO）、その他の国連機関で

も DAH シェアは特に高くなっている（図 1C）これらのマルチ機関を経由した DAH シェア

は、2000 年以降を平均してそれぞれ 32.0％、21.8％、17.5％となっている（図 1D）。 CEPI

（感染症流行対策イノベーション連合）と Gavi（（ワクチンと予防接種のための世界同盟）を

通じた DAH のシェアはあまり大きくない（2018 年は CEPI が約 1.1％、Gavi が約 2.0％）。

CEPI は 2016 年に設立された官民パートナーシップで、研究開発（R&D）だけでなく、グロ

ーバルな連携によるワクチンの製造にも重要な役割を果たしており、日本も設立メンバーと

して参加している。Gavi は低・中所得国へのワクチンの調達・提供を推進する官民パートナ

ーシップ。 
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図１： DAHトレンド（チャネル別）、1990年～2020年 

注：CEPI=Coalition for Epidemic Preparedness Innovations（感染症流行対策イノベーショ

ン連合）。Gavi=Gavi, the Vaccine Alliance（ワクチンと予防接種のための世界同盟）。Global 

Fund=世界エイズ・結核・マラリア対策基金（グローバルファンド）。JICA=独立行政法人国際

協力機構。NGO=非政府組織。WHO=世界保健機関。開発銀行には、国際開発協会、米州開発銀

行、アジア開発銀行、アフリカ開発銀行などが含まれる。その他の国連機関には、国連児童基金

（UNICEF）、国連人口基金（UNFPA）、UNITAID、国連合同エイズ計画（UNAIDS）などが含

まれる。 
 
健康フォーカス分野別に見ると、2000年以降の DAHの増加は、ほとんどが感染症、母子の疾

患対策に対応している（図 2A）。これは、グローバルファンが HIV/AIDS、結核、マラリア

の三大感染症対策を主な使命とする組織であることに起因すると考えられる。これらは「そ

の他」や「割り当て不可」の保健分野を除くと、現在では約 70％のシェアを占めているが、

DAHのうち非感染症（NCD）に割り当てられているのは約 2％に過ぎないことは注目に値する

（図 2B）。また、最近では約 30％の割合を占める保健システム強化のうち、パンデミック

への備えはここ数年を除き、約 5％にとどまっている（図 2C、D）。なお、ここでのパンデ

ミックへの備えとは、保健システム強化のサブセットであり、疫学的サーベイランス、接触
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者の追跡と管理、バイオセーフティ対策、早期警報などを指す[1] 。 

 

図 2：DAHトレンド（健康フォーカス分野別）、1990年～2020年。SWAps=セ

クター・ワイド・アプローチ 

保健システム強化において日本からの DAH のシェアが特に大きい経由機関（チャネル）は、

JICA（2018年 43.9％）、WHO（39.6％）、開発銀行（33.3％）、NGO（19.4％）である。保健

システム強化の中でも、パンデミックへの備えは、WHO（32.8％）と JICA（9.0％）のシェア

が大きい。 

 

日本を含むドナー国は、DAHの分配方法を決定するために独自の方法論を持っているが、そ

の分配における公平性を評価する基準には、国民所得（経済的ニーズの指標）と疾病負荷（健

康的ニーズの指標）が考えられる[2][3] 。図 3 を見ると、2018 年の日本の一人当たり DAH と

一人当たり GNI（国民総所得）の関係は弱い。全体的な傾向として、一人当たりの GNIが高

いほど一人当たりの DAHは低くなるが、GNIが同程度の国でも日本から受ける DAHには大き

なばらつきがある。2018年の DALYs（疾病負荷）あたりの DAHも被支援国によって大きく異

なる（図 4）。 
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図 3：一人当たりの GNI（国民総所得）別に受け取った DAH（2018年） 

注：各ドットは被援助国を表し、ドットの大きさは 2018年の DALYsで測定された国の疾病負

荷に対応する。 
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図 4：1DALYあたりに受け取った DAH（2018年） 

優先的に検討すべき事項 

SDGs 時代の特徴は、グローバルな目標が拡大し、より相互依存的で多部門にまたがる分野

を含むようになったことである。特に、気候変動、規模や頻度が増加している自然災害、難

民危機や紛争は、健康ニーズに直接・間接的に影響を与える可能性があり、それに応じて

DAH の状況も変化しなければならない[4] 。単に DAH の量を増やすだけではなく、限られ

た資源をより公平に、効率的に、持続可能な形で提供し、被支援国とのパートナーシップの

もとでグローバルヘルスの目標を達成するためのパラダイムシフトが必要である。具体的に

は、DAH の提供方法について、3 つの優先分野を設けて議論する。 

 

日本を含むドナー国からの DAH の配分にばらつきがあるのは、経済的ニーズや健康ニーズ

では説明できない多くの理由が考えられる。ドナー国は、被支援国における健康または健康

の決定要因（保健サービスの適用範囲を含む）の変化、サービスを実施・拡大する国の能力、

資源とサービスの公正な分配という観点から、DAH の期待される影響を配慮していると思

われる[2] 。さらに、ドナー国からの DAH の配分は、歴史的な外交関係、地理的な近接性、

戦略的な政治的利益、特に二国間援助の場合は貿易関連の考慮事項など、多くの追加要因に

よって導かれることがある[5] [6] 。 

 

日本を含むドナーにとっての基本的な課題は、各国の DAH 配分の基準と根拠を批判的に検
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討することである[7] 。日本にとっては、SDGs や UHC の原則である「誰一人取り残さない」

を達成するためには、不平等への対応が不可欠であり、そのためには、国民所得のみを基準

とした適格性ではなく、疾病負荷、社会経済的地位、国民の不平等、そしてそれらへの各国

の対応能力を含めた基準が必要となる。また、移民や難民など、各国の脆弱な人々にどのよ

うに援助を届けるかを検討することも重要である、脆弱人口の規模なども考慮する必要があ

るだろう[7] 。 

 

（1） 公平な健康増進のために DAHをどこに集中させるか  

ドナーからの DAH がどの保健フォーカス分野を優先すべきかについては、かなりの議論が

ある。日本を含む主要なドナーからの DAH の配分は、疾病負荷と密接に関連していないこ

とが知られている[7] 。日本の DAH では引き続き感染症、母子の疾患が主な対象となってい

るが、2019 年の低所得国、下位中所得国、高位中所得国（世界銀行の定義）の総疾病負荷

（DALYs）のうち、NCDs が占める割合はそれぞれ 33.9％、55.2％、78.9％となっている

[8] 。日本や他の主要ドナー国が NCDs への投資を増やすべき理由には、重要な論拠がある

[9] [10] 。例えば、過去 30 年間に世界的に増加し続けている一部の NCDs は、COVID-19 重

症化のリスクファクターであり、COVID-19 による死亡者数の増加を促進していることが、

世界の疾病負荷研究（GBD2019）で強調されてる[11] 。このことは、肥満、高血圧、高血糖、

喫煙、アルコールなどの NCDs の主要なリスク要因への対策が不十分であることを示唆し

ており、世界が協調して対策を講じる必要がある[12] [13] 。これには、規制、税制、補助金な

ど、国民の健康を促進するための新しい政策の開発と実施を支援することが含まれる[14] [15] 。 

 

心血管疾患、新生物、糖尿病、神経疾患（アルツハイマー病など）、精神疾患など、ほとんど

の NCD の疾病負荷は年齢の増加とともに増加する[8] 。低・中所得国においても、疾病構造

の長期的な変化に効果的に対応するためには、高齢化する人口のニーズにもっと注意を払う

必要がある[16] 。ここで重要なのは、NCDs への投資を増やすことは、感染症や母子の疾患

への資金が犠牲になるということではないことである。ドナーからの DAH をどこに向ける

かを評価する際には、援助プログラムの潜在的な健康効果と費用対効果の評価、援助実施機

関やチャネルの比較優位性、各被支援国の健康ニーズの状況に応じた考慮が必要である[17]-

[19] 。 

 

（2） パンデミックへの備えを含む保健システム強化を支援するために DAH をど

のように提供するか 

ドナーからの DAH 投資の対象となる疾患や分野が増えている一方で、主要な保健システム

の柱（WHO のビルディングブロックであるサービス提供、保健医療人材、保健情報システ

ム、情報システム、必須医薬品へのアクセス、資金調達、リーダーシップ/ガバナンスなど[20] ）

の強化に意味のある投資が行われなければ、保健上の利益が持続する可能性は低く、UHC

やその他の SDGs の達成にはコストがかかるだろう[21] [22] 。DAH の支出を被支援国の優先

事項と一致させることは、人口レベルで健康アウトカムを改善し、グローバルな健康目標を

達成するための努力を支援することにもなる。保健システムの強化と広範なシステム支援へ

の投資は、そのための一つの方法であり、長期的な目標を調整するのに役立つだろう[7] [23] 。

ドナーは、現在の DAH の配分と被援助国の優先事項（例：国家保健戦略計画に基づくもの）
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との間にミスマッチがあることを考慮しなければならない[24] [25] 。 

 

COVID-19 は、健康の安全保障を確保するために保健システムが果たす重要な役割を強調し

ている[22] 。COVID-19 による死亡率を減らすためには、少なくとも、患者の検査、追跡、

治療を行う十分な能力と、ワクチンを迅速かつ効率的に提供する能力を備えた強力なシステ

ムが必要となる[26] 。 

 

COVID-19 が基本的な保健医療サービスの提供に与えた影響は大きく、パンデミックの緊急

な需要に対応するために、医療従事者、医療施設の設備、サービス、データ、資金などの医

療資源を再編成する必要があったため、患者が安全に医療サービスを利用することが非常に

困難になっている[27] 。 

 

（3） グローバルヘルス機能における DAHの役割とは 

グローバルな公共財の提供や国境を越えたリスク管理など、Schäferhoff ら（2015）がグロ

ーバルヘルスの「中核的機能」と呼ぶものへの資金提供における、日本を含むドナーからの

DAH の役割について、しっかりと考える必要がある[28] 。これらの機能には、新しい治療薬

やワクチンの研究開発、予防のためのグローバルなシステムの開発、大規模な感染症の早期

発見と封じ込め、抗菌剤耐性に対抗するための努力、不健康な食品への対応、気候変動が健

康や医療提供システムに与える影響を緩和するための対策などが含まれる。Schäferhoff ら

（2019）によると、世界全体では、2013 年には研究開発を含む DAH の約 16.1％のみがグ

ローバルな公共財に投資されていた。それは 2015 年には 17.1％に増加し、2017 年には

15.4％に減少した[29] 。さらに、2013 年にはパンデミック対策や抗菌剤耐性などの国境を越

えたリスク管理に DAH の 5.5％が投資されていたが，2015 年には 10.2％に増加し，2017

年には 7.2％に減少した[29] 。ほとんどの低・中所得国では、パンデミックの影響に完全に対

処するためには、対応できる強力な保健医療システムだけでなく、ワクチンなどの重要なツ

ールを安価に入手できることが必要となる。2021 年 6 月に発表された「パンデミックへの

備えと対応のための国際公共財への資金調達に関する G20 ハイレベル独立パネル」でも強

調されていえるように[30] 、COVID-19 のパンデミックに伴う健康上および経済上の損失を

軽減し、次の世界的な健康上の緊急事態を予防し、迅速に対応するためには、グローバルな

公共財に投資するための協調的な行動が不可欠である。ワクチン開発など、グローバルな公

共財を生み出す重要な役割を果たしている CEPI に加えて、グローバルヘルス機能における

ドナーからの DAH のシェアが比較的大きいのは、WHO（2013 年に 62％）、国連合同エイ

ズ計画（UNAIDS）（40％）、国連人口基金（UNFPA）（22％）、Gavi（20％）と推定されて

いる[28] 。2018 年現在、日本の DAH のうち CEPI と Gavi へのシェアは非常に少ない。ま

た、現在のところ、グローバルな公共財への資金提供をモニタリングする方法論は確立され

ておらず、グローバルな公共財の定義の合意や適切なデータ収集など、将来的にはそのよう

なメカニズムを確立する必要がある。 

結論 

日本は COVID-19 の健康への影響に対処するために、2020 年には合計 23 億米ドルを 低・
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中所得国 に提供したと推定されている[1] 。この数字は、すべてのドナー国および国際開発

援助機関の中で最大であり、平時の日本の DAH（2018 年）の 1.8 倍に相当し、日本が必要

に応じて迅速にリソースを拡大できることを証明している。しかし、COVID-19 パンデミッ

クに伴う経済の低迷が、低・中所得国に対する記録的な DAH を維持しようとするドナー国

の政策決定に影響を与える可能性は否定できない[31] 。例えば、イギリスは国内の課題への

対応を優先するために、すでに援助予算を削減している[32] 。これにより、イギリスの援助

を受けてきた国々の保健医療システムが影響を受けるのではないかと懸念されている[33] [34] 。

とはいえ、COVID-19 のパンデミックが時を経て進行するにつれ、低・中所得国への支援を

求める声がさらに高まっている[35] 。これらの要請は、COVID-19 に限らず、UHC を含む

SDGs などの世界目標の達成に向けた取り組みや、気候変動、難民危機、紛争、テロ、新興

感染症など、刻々と変化する世界の健康課題に対応するためのものでもある[4]。限られた資

源を公平かつ効率的に活用するための優先的な議論事項として、（１）公平な健康増進のた

めに DAH をどのように・どこに集中させるか、（２）パンデミックへの備えを含む保健シス

テム強化を支援するために DAH をどのように提供するか、（３）グローバルヘルス機能へ

の資金提供における DAH の役割を明確にすることがあげられる。 
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